第３回市民会議ワールドカフェ結果（H24.2.19）
■２テーブル
現状と問題点
・歴史に学ぶべき
・指揮者が必要
・避難所は地震と水害で違う
・過去の経験・知識が失われている
・船等（民間）のあり場所の把握
・何をすべきかどうすべきか役割分担と流れ
・トップの指揮命令の問題
・緊急時であるとの考え方が職員に少ない
・デジタルデバイド（情報技術格差）の補完
・行政内部での情報伝達
・情報の通路混乱、スピードアップ
・伝達が上手くいかないでたらい回し
・情報機器の有効利用
・情報の欠落不確実
・つながりがない縦割り組織の弊害
・情報技術・格差の問題
・情報チャンネルが複数
・共通認識がない（情報共有）
・指揮命令系統の明確化
・情報伝達経路の単純化
・連絡網
・個人情報の問題（自治会長等での把握に問題あり）
解決策
・職員ＯＢの活用
・地元にいる職員の活用
・職員の出身地での活躍が必要
・年配の人は災害対策の方法を知っている
・老人の知恵と若者の行動力
・青島ポンプの運転情報とタイミング
・青島地域ポンプ増設
・消防団等の指揮命令系統
・責任の所在と権限の明確化
役割分担
・役割分担の姿をはっきりさせる系統図
・自主防災組織の確立（本物）
■３テーブル
現状と問題点
・防災施設を有効に使えない（消防ポンプなど道具の使い方を知らない）
・人災→雨量の基準があったが今回は大幅に超えていた。連携がとれていない。
・課題に対して納期がない
・魚野川の水位情報が数字としてなかった。予想も含めて情報がほしい（特に堀之内地区）
解決策
・情報は伝わりにくい。市民自ら情報を出す必要がある。
・連携が要　自助、共助、公助　各団体機関
■４テーブル
現状と問題点
・防災無線が聞こえない
・防災無線は室内では全く聞こえない
・たぶん雨はやむと思っていた
・防災組織は何のため？
・集落（虫野）防災組織は機能したか（必要だったか）
・自治会の役割は？
・区に頼りすぎる
・区長への連絡がバラバラ
・災害の種類ごとに対応
・避難の基準は？
・魚野川の水位は（福山橋）どうだったのか（時間との関係）
・流雪溝が怖い
・防災計画をつくっていたか
・自分の近くの寝たきりの人は知らない
・虫野集落は魚野川と三用川の破堤がなければ安全だ
・四日町只見線陸橋付近の冠水は？
・自助・共助とは何か？
・自分のことは自分で守る
解決策
・いくつもの伝達のしくみをつくる
・市は情報を早く流す
・自主防災組織のマニュアル化
・基準単位コミュニティの形成
・地域コミュニティづくり
・消防団との連携
・一本化
・場所により消防団の動きも違う
・ハザードマップを作り直す
・基準づくり
・ＷＥＢカメラ
■５テーブル
現状と問題点
○自助
・現状を自分自身がよく理解すること
・災害時は自分が家にいない（家族のことは妻に任せていることが多い）
・家族の安否情報がとれない
○共助
・自主防災組織の動きが悪い
・要援護者をいつどのようなタイミングで支援してよいか分からない
・自治会内のネットワークの構築不足
・自主防災組織の責任者が毎年変わる
○公助
・水害時避難情報が入らない
・現場の様子が分からない事がある（現地情報の不足）
・道路交通規制をする権限は誰にあるのか？警察・市職員は現地に来ない
・情報が伝わりにくい
・災害ごとの地域の避難場所はよく理解されていない
・国道・県道は市民が通行止めにできない
・市職員・警察道路管理者による情報収集が足りない
解決策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役割分担
○現場・現地の人による情報発信　　　　　　→　・地域住民・確認者
○指揮命令系統をつくっておく　　　　　　　→　・市・消防・警察
・本部による情報収集、取捨選択、発信能力の充実
・情報伝達網、指揮命令系統の整備
・現場判断能力の向上、人材育成
○普段からのネットワークを構築しておく　　　→　・地域住民間
・地区内では絆を深める努力が必要
・地域の人口構成、家族構成、年齢構成の把握
○自主防災組織の強化　　　　　　　　　　　　→　・自治会・行政による補助
・災害時の防災対応の分担をしておく。炊き出し・非難誘導。
・地域に普段住んでいる人、活動している人に備えてもらう
・自治会長への情報伝達の充実
○地域ごとのマニュアル化が必要　　　　　　　→　・自治会・自主防災会
・最低限のマニュアルをつくって確認しておく
■６テーブル
現状と問題点
○情報伝達の問題
・情報伝達のルール化がされていない
・伝達ルートが不明
・防災無線が聞こえない・わかりにくい
・情報の伝達が良く理解できなかったから何をすべきかわからない
・危機管理室は電話がつながらなかった
・自分の所は安全だと思っている
・避難指示は出たが、解除がわからなかった
・ハザードマップ（地区別）は見たことがなかった
・地域の情報を本部に流す仕組みも必要だ
・連合自治会長に連絡が来ないで嘱託員の所へ直接いった
○組織の役割分担
・避難所に使う船をお願いしたら、危機管理室と消防でたらい回しにされた
・避難勧告が出て避難したが市役所２名、警察２名が居て良かった
・自主防災組織のやるべき仕事
・避難勧告・避難指示は必ず退避しなければならないのか？自分で判断してもよいのか。
・組織のやるべき仕事マニュアル
・全域の被災時の対応も必要だ
○ダム・水門の情報（重要）　→　ダム・水門の情報があれば防げる災害
・ダムの状態の情報が早く出れば避難できた
・夜中の２時頃ダムの放流のサイレンが鳴り放流した。それで下流が被災。
・魚野川の堤防はギリギリだった
・魚野川の古川の水門を閉めたので古川の水があふれた
・大川への水門を閉めるときの連絡がない
・水門の情報があれば自動車の移動もできる
・側溝が増水で蓋が上がって危なかった
解決策
○情報伝達手段は多く設備する
・ＦＭラジオは有効だ
・伝達手段が多くなければならない
○入広瀬・守門地域のオフトークは有効
・オフトークは機能した
○ハザードマップは一枚で識別できるものが良い
○現場の情報も市役所に伝わる双方向の伝達が大切
役割分担
○自助・共助・公助の役割を決める（三条方式はgood）
・自助・共助・公助ができていない
・行政・自治体・自主防災組織・個人の役割分担
・市役所の職員で担当者が決まっていないと困る
■７テーブル
現状と問題点
・防災無線が聞こえない
・市からの情報伝達が遅い
・防災組織の活用
・羽根川水門の機能（メンテナンスはどうなっているのか）
・夜中の災害について情報伝達量がない
・７月水害では羽根川の地区（９町内）によって被害のない地区もあった（地区の温度差）
・町内会長には行政から電話があった
・地域によっては、今まで水上がりがなかったので避難しなかった
・夜間だったので移動は危険と判断した
・自主防災組織において自治会長だけでは大変であり、１年任期は短すぎる
解決策
・コミュニティＦＭ（ラジオ）
・防災無線の充実（各家庭用　最低限 民生委員・区長・自治会役員に配布）
・年に２度程防災組織で研修を行う（システムや防災組織の確認）
・水門のデータ分析と公開
・自主防災組織と自治会組織を別にしてはどうか（防災組織役員は６年くらい継続）
■８テーブル
現状と問題点
○情報伝達
・市の避難勧告情報が伝わらなかったため、町内での対応が困難であった
・ＦＭ放送が必要
・避難勧告に応じない人がいた
・地区ごとに災害対策現地本部が設置されていなかった
・要援護世帯への対応（断られることもある）
○避難場所
・昔から町内で協力体制はある。今回の水害では実際に近隣で助け合いが見られた。
・避難場所の設定を災害の内容によって考える必要がある
・避難場所の見直しが必要
○自主防災組織
・自主防災組織が機能しなかった
・浦町自主防災組織を見直すこととしている
・避難場所の見直し（事情のわかる地元の自主防災組織で決める）
・虫野区自主防災組織は６年前に設置した（三用川と魚野川が破堤しない限りＯＫ）
役員が必ず重複するように組織されている
・市の危機管理室から町内の自主防災会の役員を対象に講演してもらい意識を高めた
解決策
・避難勧告をもっと細かくした方が良い
・重要な情報へは鐘などで知らせ外へ出てもらい情報を集める（消防団との連携）
・避難所の設置場所の確認（地震と水害は違う）
・水害の場合２階建て以上と平屋の場合に分けて考える必要がある
役割分担
・行政指導を待たず、地域の自主防災組織を早く立ち上げる
・現地と行政本部の連絡体制を整える（行政と地元との連携会議）
・本部体制が四位一体に（行政・自主防災組織・自治会・消防団）
■９テーブル
現状と問題点
○過去の災害を振り返って
・中越地震の経験が生かされていない
・たらい回し方式はよくない
・水のことばかりではなく雪のことも
○情報収集・伝達など問題点
・市民として、職員としての情報収集
・市民への情報伝達がない
・情報の周知が必要（個人情報の問題が難しい）
・自分自身の避難場所がわからない
・災害対策はボランティアセンター？市？情報が集中していないで指示があれこれ
・ケーブルテレビは災害用ではないので使えない
○要援護世帯
・災害時には老人ばかり家に残っていて若い者は災害現場に行っている。
・町内会の役員が毎年変わるので申し送りが上手くいかない
解決策
○行政
・国県に早くに上流の情報を伝達してほしい
・職員は市内の地理・地名を自ら勉強する
・行政の窓口には地元の知識がある人に
・情報を集約し判断する機能
・情報の伝達方法・手段
・災害対応シュミレーションマニュアルを研究して作る
・三条市の成功を取り入れてほしい
○自治・地域
・地域の共助が大切
・訓練で必要なことや問題点がわかる
■１０テーブル
現状と問題点
○要援護者
・どのように要援護者を決めていき知っていけばよいのかを検討する必要がある
・助けてもらいたい人が手をあげる方式が良い
・一人で避難できるのに頼る人がいる
・寝たきりの人を助けに行くのは近くの人。しかしそういう人が多い場合は？
○ハザードマップ・避難所
・目的別にできているようだが地域によって実際と違う部分もある
・ハザードマップの周知がない
○情報伝達
・避難情報が全く聞こえなかった
・避難時の情報伝達方法
・防災無線の聞こえる範囲がせまいというより聞こえない
○避難訓練
・防災訓練について自治会に任せている
解決策
○要援護者
・まず声がけだけをする
・自治会各班から名簿を出してもらい、それらを基に助ける（アパートは今後の課題）
・懇親会や飲み会を沢山して顔が分かるようにする
○ハザードマップ・避難所
・目的によって変える（具体的にどうするか）
・周知してかつ住民の意見を取り入れ実際に使える改訂版をつくる（出前講座の開催など）
・連絡網をつくって早く回す（通常パターンと非常時パターン）
○情報伝達
・実際に聞こえるかどうか人の耳で確認する（音の渡る道がある）
○避難訓練
・避難訓練は実際やってもらうことが大事→避難所がわかる（遠い・上り坂など）
　→道具が足りない（リヤカー）→市から避難訓練の内容のあるメニューを出してもらう
役割分担
○要援護者対策
・どちらかというとコミュニティ
・市の中でも連携をしてほしい
・やはりそのときは行政の手をかりる必要もある
○基本的には地域の人たちの力でやるが、どうしても無理な場合は行政（公助）
■１１テーブル
現状と問題点
・要援護者を優先するシステムづくり
・危険箇所の確認と対応
・役員の緊急招集
・自主防災組織を新しい体制にする
・自主防災の役割が新しい役員に伝わっていない
・情報を伝える方法
・命のライフライン　→　医療機関の支援の窓口　トリアージ（優先順位）
解決策
・自主防災組織を地域で生かす
・要援護者について常に近況確認と記録
・市は災害時に的確な情報を発信する
役割分担
・集落では７５歳以上の方が避難所へ来ない場合は見に行くようにしている
・集落役員で訪問
・市が地域に来て素早く対応した
■１２テーブル
現状と問題点
・避難経路・場所に問題あり
・連絡体制に問題
・意識改革が必要
・家屋への対策
・災害対策は高齢化対策
解決策
・自治会の意見を取り入れ、より工夫する
■１３テーブル
現状と問題点
・命のライフラインがない。援護の必要な人を把握しておく。
・命のライフライン→３日間　水害→下水道→ゴミ→瓦礫　医療関係→３日の権限
・地震のときはすべてのライフラインが止まる
・水害→食事・下水・ゴミの問題が大変だった
・ライフラインの耐震化は進んでいる
・災害時には市職員を現地に配置してほしい
・ボランティア→区長には迷惑をかけない
・最初の入口→PC・デジカメでシンプルな更新状態をつくる（被災状況）
・民生委員→自主的に要支援者名簿を作成
・昼間は年寄りばかり
・防災無線→雨降りで聞こえない
・初期情報は入る。昼間に若い人がいない。
・橋をかけるときにアーチ型にして頂きたい
・自治会の役員が一年交替
・民生委員の負担が大きい（除雪手伝い・ボランティア対応）仕事を減らしてほしい
・要援護者を助けようとしても逃げてくれない場合もあった
・障害者への方への支援をもっとしてほしい
・災害時の心のケアも大事ではないか
・地域により対処方法に違いがある
解決策
・町内独自の要援護者名簿を作成して各班に配布、避難訓練を実施している
・災害時にどうしたらよいのか日頃から地域で話し合いをしていくことが重要
・コミュニティ力の強化→毎日の中に風通しのよい人間関係
・防災無線がほとんど聞こえなかった→情報が伝わるような仕組みが必要
・災害時の救援者の受け入れ体制（行政では対応できないので救援者に任せた方が良い）
・防災用品の備蓄（トイレ・食料など）
■１４テーブル
現状と問題点
・地震と水害が同時に発生したことを想定することが必要
・自分の命は自分で守るという心の備え（余裕があったら家族・地域の人を守る）
・日頃の家庭での備えの必要性
・ダムの水量・河川の状況など先の予測ができれば早めに情報がほしい
・市の勧告の基準を明確にしてほしい
・関係組織からの情報が入ってこない
・携帯電話で情報を配信する必要がある
・自分の周辺の情報は自分でも集める必要がある。住民からのアクション!!
・区長が一人で地域の責任を担うと大変　→　別の組織体制をつくる必要あり
・自主防災組織と市を結ぶ体制が必要
・場所や状況によって避難の可否が違う。現場での判断が大切。
・災害時、隣の地域との連携ができる体制が必要
・市の職員だけでは対応できない。住民自らの協力が不可欠。
・市の職員は地域の担当として常日頃から地域と連携していくべき
・過去の災害の経験がまだ活かされていない
・住民・市との情報伝達が不十分
・分庁舎を活用する必要がある
・現地対策本部のような機能を持てる場所が必要
■１５テーブル
現状と問題点
・堀之内根小屋地区→自主的に避難（リーダーが消防団経験者）
・今泉コミ協責任者→避難した
・小出→避難しない（高い所）
・羽根川→避難勧告時には道路が水没で移動不可・避難所収容できない（北部コミ協）
解決策
・市の情報収集体制の強化→市民への情報伝達方法を考える
・町場では自助の意識は少ないが共助はある
・自主防災組織はあるが機能していない面がある
・「自分のところは安全」という意識がある→意識改革
■１６テーブル
現状と問題点
・自主防災組織の意識が低い
・障害者への対応
・民生委員の負担が多い
・お金の使いみち
・役員任期の見直し
・ケーブルテレビ・放送の活用法の見直し
・自治会をはずした自主防災組織づくり（70歳以下で）
・避難場所の見直し
解決策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役割分担
・自治会とは異なる自主防災組織を作ってより機能させる→　行政と自治会が分担する
・水門や揚水ポンプを適切に稼動させる仕組みをつくる　→　行政が関係機関と調整する
・「ボランティアの日」を使って住民の意識改革をする
■全体まとめ
・大きな課題として３点ある
1 災害時における情報伝達
2 日頃からの備え・広報広聴
3 地域コミュニケーション（共助・地域力・自主防災）
・「てんでんこ」（自分で自分の命を守る）のためにも地域として普段からの備えが大切
・水害だけではなく地震や豪雪も備えあれば憂いなし（真冬の地震もある）
・前回の話の豪雪時単身高齢者対策などの「共助」、消火栓管理などの「備え」が必要
・けが人や救急患者など医療機関とのネットワークをどうするかということも課題
・地域ごとに避難や防災体制のあり方が変わってくる→地域ごとの防災マニュアルが必要
・市で基準となる自主防災マニュアル作成も必要
・防災備品などを活用して各自治会で日頃からの訓練をする必要がある
・今日学んだことを各地域に持ち帰って伝えていただき日頃の生活に生かしてほしい
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